
 

 

福島第一原子力発電所、福島第二原子力発電所 
敷地周辺および近傍における地質調査の概要 

 
新耐震指針、バックチェックルールを踏まえ、敷地近傍および敷地周辺陸域

の地質調査として、最新の文献に関する調査、空中写真判読による地形調査（変

動地形学的調査）、地表地質調査を実施した。特に、耐震設計上考慮すべき活断

層として評価している双葉断層については、上記調査に加えその南限付近にお

いてボーリング調査を実施し、北方延長部について地表地質調査を実施してい

る。 

海域の地質調査としては、最新の文献に関する調査、他機関が実施したマル

チチャンネル方式を含む音波探査記録の再解析等を実施している。 

今後は、発電所周辺陸域において反射法地震探査（地球物理学的調査）、海域

におけるマルチチャンネル方式の海上音波探査（地球物理学的調査）等を実施

する。そして、上記の地質調査結果、平成 19 年能登半島地震および平成 19 年

新潟県中越沖地震等により得られる知見を含む最新の知見を踏まえ、断層およ

び褶曲の活動性等について検討を実施する。 

また、耐震設計上考慮する活断層としては、後期更新世以降の活動が否定で

きないものとし、その認定に際しては、最終間氷期およびそれ以前の地層また

は地形面を用いる。 

 
１．敷地周辺の調査 

福島第一原子力発電所および福島第二原子力発電所の敷地を中心とする半

径約 30km およびその周辺の陸域および海域における調査は以下のとおり。 

(1) 文献調査 

文部科学省地震調査研究推進本部地震調査委員会の報告書、通商産業省

工業技術院地質調査所（現 独立行政法人産業技術総合研究所）の地質図

幅および海洋地質図、中田・今泉編の活断層詳細デジタルマップ等の文献

に基づき、敷地周辺の地質・地質構造の概要を把握している。 

(2) 地形調査 

変動地形学的視点により変位地形を抽出した。 

(3) 地球物理学的調査 

重力異常および微小地震の分布の概要を文献により把握し、変位地形と

の関連を検討している。 

また、これまでに実施した音波探査記録（シングルチャンネル方式延長

約 1970 ㎞、マルチチャンネル方式延長約 790 ㎞）、海上保安庁水路部およ

び地質調査所等の音波探査記録を用いて、海底の地質・地質構造の再解析

を実施している。 
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今後は、発電所周辺陸域において反射法地震探査、海域におけるマルチ

チャンネル方式の海上音波探査を実施する。 

(4) 地表地質調査 

文献調査、地形調査および地球物理学的調査結果を踏まえ、これまでに

実施した調査結果も含め、敷地周辺陸域の地質・地質構造を把握する。特

に、耐震設計上考慮すべき活断層として評価している双葉断層については、

上記調査に加えその南限付近においてボーリング調査を実施し、北方延長

部について地表地質調査を実施する。 

 

２．敷地近傍の調査 

福島第一原子力発電所および福島第二原子力発電所の敷地を中心とする半

径約 5km の範囲を目安とした調査は以下のとおり。 

(1) 文献調査 

通商産業省工業技術院地質調査所（現 独立行政法人産業技術総合研究

所）の地質図幅および海洋地質図等の文献に基づき、敷地近傍の地質・地

質構造の概要を把握している。 

(2) 地形調査 

変動地形学的視点により変位地形を抽出した。 

(3) 地球物理学的調査 

重力異常および微小地震の分布の概要を文献により把握している。 

また、敷地周辺と併せて、これまでに実施した音波探査記録および他機

関が実施した探査記録を用いて再解析を実施している。 

今後は、発電所近傍陸域において反射法地震探査、海域におけるマルチ

チャンネル方式の海上音波探査を実施する。 

(4) 地表地質調査 

文献調査、地形調査および地球物理学的調査結果を踏まえ、これまでに

実施した調査結果も含め、詳細な地質・地質構造を把握した。 
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